
①環境NPO、地域住民、行政機関等の協働による
環境保全活動を先導的に実施

②ブロック単位で採択事業の指導・助言を実施

地域活性化を担う環境保全活動の協働取組推進事業

○平成23年6月に全会一致で改正された「環境教育等促進法」が、平成25年4月から本格実施されることを受け、

協働取組の充実が必要とされている。

○地域の活性化を図るためには、NPO、企業、行政等の協働による取組を活発化させることが必要である。

地域を活性化させるためには、
多様な主体が公平な役割分担の下で、相互に協力・連携した

協働取組等が必要不可欠

背景

事業の概要

・抽象的で共通イメージを描きにくい環境保全に
係る協働取組について、具体的なモデル事業を
実施することにより、ノウハウが共有され周辺地
域に波及

・ブロック単位で支援体制を強化することにより、
取組の活発化

期待される成果
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